
争
点
に
な
り
ま
し
た
。
一
時
的
な

給
付
に
期
待
す
る
声
も
あ
り
ま
す

が
、
10
％
も
の
消
費
税
の
負
担
感
、

中
小
企
業
や
個
人
事
業
主
の
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
へ
の
反
感
の
声
も
多

く
聞
か
れ
ま
す
。

　

消
費
税
は
、
消
費
者
で
は
な
く
、

法
人
税
と
同
様
に
中
小
零
細
企
業

に
係
る
税
金
で
す
。
し
か
も
、
利

益
が
あ
ろ
う
が
な
か
ろ
う
が
売
上

げ
に
対
し
て
課
税
さ
れ
る
過
酷
な

税
金
で
あ
る
た
め
、
商
品
価
格
に

転
嫁
で
き
な
い
中
小
企
業
に
は
負

担
感
し
か
残
り
ま
せ
ん
。
消
費
税

滞
納
は
滞
納
額
全
体
の
５
割
を
超

え
て
お
り
、
延
滞
税
の
加
算
や
資

産
の
差
し
押
さ
え
な
ど
で
廃
業
・

解
散
に
追
い
込
ま
れ
る
中
小
企
業

も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

消
費
税
が
導
入
さ
れ
る
度
に
、

法
人
税
等
が
下
げ
ら
れ
、
今
や
消

費
税
が
法
人
税
や
所
得
税
を
上

回
っ
て
い
ま
す
。
つ
ま
り
消
費
税

収
入
は
、
法
人
税
や
所
得
税
減
税
、

国
債
な
ど
の
借
金
返
済
の
穴
埋
め

に
ま
わ
り
、
福
祉
の
拡
充
に
は
ま

わ
っ
て
い
ま
せ
ん
。
輸
出
企
業
へ

の
消
費
税
輸
出
戻
し
税
も
消
費
税

収
入
の
25
％
を
も
占
め
て
い
ま
す
。

　

景
気
回
復
な
く
し
て
賃
上
げ
は

出
来
ま
せ
ん
。
消
費
税
減
税
は
物

２
％
増
の
４
９
９
０
件
と
高
水
準

で
、
従
業
員
10
人
未
満
の
企
業
の
倒

産
は
全
体
の
89
・
８
％
を
占
め
て
い

ま
す
。
原
材
料
価
格
・
仕
入
単
価
の

上
昇
、
求
人
難
や
人
件
費
高
騰
も
理

由
に
挙
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。
中
小
零

細
企
業
は
、
賃
上
げ
な
ど
従
業
員
の

待
遇
改
善
が
進
め
ら
れ
ず
人
手
が
集

ま
ら
な
い
実
態
が
明
ら
か
で
す
。

　

本
県
で
も
、
原
材
料
費
や
水
光
熱

費
な
ど
の
コ
ス
ト
、
働
く
方
々
へ
の

賃
上
げ
分
な
ど
十
分
に
価
格
転
嫁
で

き
た
企
業
は
約
８
％
で
全
国
平
均
の

35
％
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

知
事
は
「
生
産
性
と
付
加
価
値
の
向

上
等
に
よ
り
、
円
滑
な
価
格
転
嫁
の

促
進
を
図
り
、
賃
上
げ
に
結
び
つ
く

よ
う
な
環
境
整
備
が
必
要
で
あ
る
。

経
済
団
体
や
労
働
団
体
と
の
意
見
交

換
を
開
催
し
、
官
民
挙
げ
た
取
組
を

強
化
す
る
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

参
議
院
議
員
選
挙
は
、
国
民
が
、

物
価
高
に
あ
え
い
で
い
る
中
で
、
税

と
社
会
保
障
、
特
に
消
費
税
減
税
が

 

７
月
４
日
、
厚
生
労
働
省
が
発

出
し
た
「
２
０
２
４
年
国
民
生
活

基
礎
調
査
」
に
よ
る
と
、
生
活
状

況
が
「
苦
し
い
」
は
全
世
帯
で

58
・
９
％
、
18
歳
未
満
の
子
ど
も

が
い
る
世
帯
で
は
64
・
３
％
、
長

引
く
物
価
高
に
賃
金
の
伸
び
が
追

い
付
い
て
い
な
い
こ
と
が
影
響
し

た
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
が

７
月
８
日
発
表
し
た
２
０
２
５
年

上
半
期
（
１
～
６
月
）
の
全
国
の

企
業
倒
産
件
数
（
負
債
額
１
千
万

円
以
上
）
は
、
前
年
同
期
比
１
・

価
高
を
下
げ
る
最
大
の
手
段
で
す
。

ガ
ソ
リ
ン
暫
定
税
率
廃
止
な
ど
、

国
民
が
豊
か
に
な
り
経
済
が
活
性

化
す
る
方
策
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

　

こ
こ
数
年
、
日
本
社
会
に
お
い

て
外
国
人
、
外
国
ル
ー
ツ
の
人
々

を
敵
視
す
る
排
外
主
義
的
風
潮
が

拡
大
し
て
い
ま
す
。
参
議
院
選
挙

に
お
い
て
も
「
外
国
人
」
が
こ
の

社
会
の
脅
威
で
あ
る
か
の
よ
う
な

主
張
が
現
れ
「
外
国
人
政
策
」
が

争
点
に
な
り
ま
し
た
が
、
人
口
減

が
進
む
日
本
社
会
は
、
外
国
人
と

の
共
生
が
不
可
避
の
課
題
で
す
。

憲
法
14
条
（
差
別
の
禁
止
）
に
則

し
て
、
国
籍
、
民
族
に
か
か
わ
ら

ず
誰
も
が
人
間
と
し
て
尊
厳
が
尊

重
さ
れ
差
別
さ
れ
ず
、
平
和
に
共

に
生
き
る
社
会
を
つ
く
っ
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

生
活
が
苦
し
い
、
不
安
定
な
雇

用
、
低
賃
金
、
長
時
間
労
働
、
重

い
税
負
担
に
加
え
て
物
価
高
、
自

分
が
守
ら
れ
大
事
に
さ
れ
て
い
る

と
感
じ
ら
れ
な
い
社
会
に
な
っ
て

い
る
こ
と
が
問
題
で
す
。
心
身
と

も
に
安
心
で
き
る
社
会
を
築
い
て

い
き
ま
す
。
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分
断
で
は
な
く

　
　

共
に
生
き
る
社
会
へ

物
価
高
・
賃
上
げ
対
策
が
喫
緊
の
課
題

知
事　

官
民
挙
げ
て
取
組
を
強
化
す
る

消
費
税
減
税
は

　
　

最
大
の
物
価
高
対
策



く
」
と
し
て
お
り
、
新
体
育
館
の

建
設
費
等
に
つ
い
て
承
認
し
た
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

県
道
の
維
持
補
修
・
管
理
業
務

の
民
間
委
託
が
進
め
ら
れ
て
10
年

に
な
り
ま
す
。
今
年
度
の
委
託
件

数
は
１
８
３
件
、
費
用
は
20
億
円

強
で
す
。
県
直
営
時
代
と
は
異
な

り
伐
採
作
業
頻
度
の
減
少
、
道
路

点
検
作
業
の
不
備
も
あ
り
、
土
木

部
長
か
ら
「
苦
情
相
談
件
数
が
年

間
６
千
件
、
こ
れ
ら
の
対
応
に
現

場
の
土
木
職
員
を
含
め
、
多
く
の

時
間
と
予
算
を
費
や
し
て
い
る
」

と
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

本
格
的
な
人
口
減
少
時
代
を
迎

え
、
土
建
業
界
も
深
刻
な
人
手
不

足
の
現
状
の
中
で
、
こ
の
際
、
民

間
委
託
一
辺
倒
で
な
く
、
一
定
の

現
業
職
員
を
確
保
し
て
業
務
を
遂

行
す
る
体
制
へ
の
転
換
を
求
め
ま

し
た
。
土
木
部
長
は
「
土
木
職
員
、

現
業
職
員
、
民
間
委
託
業
者
が
連

携
し
て
安
全
な
道
路
の
維
持
管
理

に
努
め
る
」
と
答
弁
し
ま
し
た
が
、

「
現
業
職
の
廃
止
方
針
の
変
更
は

変
え
な
い
」
と
頑
な
で
し
た
。

　

民
間
委
託
の
み
で
な
く
、
県
の

直
営
業
務
が
確
保
で
き
れ
ば
定
期

　

今
年
は
、
広
島
・
長
崎
被
爆
80

年
で
も
あ
り
ま
す
。

　

昨
年
の
ノ
ー
ベ
ル
平
和
賞
に
核

廃
絶
を
訴
え
る
「
日
本
原
水
爆
被

害
者
団
体
協
議
会
」
が
授
賞
さ
れ

ま
し
た
。
塩
田
知
事
は
「
非
核
三

原
則
は
し
っ
か
り
と
守
っ
て
い
か

な
く
て
は
な
ら
な
い
」
と
表
明
し
、

今
議
会
で
も
「
核
兵
器
に
よ
る
惨

禍
が
再
び
繰
り
返
さ
れ
る
こ
と
が

な
い
よ
う
、
世
界
の
平
和
の
構
築

的
な
作
業
が
遂
行
で
き
、
突
発
的

な
事
件
や
災
害
へ
の
対
応
も
民
間

事
業
者
と
連
携
し
な
が
ら
即
応
で

き
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ま

す
。
安
全
な
道
路
の
確
保
と
職
員

の
業
務
改
善
の
た
め
に
も
体
制
の

見
直
し
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

　

令
和
６
年
度 

第
４
回
定
例
会

で
出
さ
れ
て
い
た
「
委
員
会
の
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
を
求
め
る
陳

情
」
が
議
会
運
営
委
員
会
で
採
択

さ
れ
ま
し
た
。
来
年
度
か
ら
の
配

信
に
向
け
て
ネ
ッ
ト
環
境
を
整
備

し
て
い
き
ま
す
。

　

な
お
、
本
会
議
（
代
表
質
問
・

一
般
質
問
等
）
は
、
す
で
に
ネ
ッ

ト
配
信
さ
れ
て
い
ま
す
。

価
高
を
下
げ
る
最
大
の
手
段
で
す
。

ガ
ソ
リ
ン
暫
定
税
率
廃
止
な
ど
、

国
民
が
豊
か
に
な
り
経
済
が
活
性

化
す
る
方
策
を
求
め
て
い
き
ま
す
。

　

こ
こ
数
年
、
日
本
社
会
に
お
い

て
外
国
人
、
外
国
ル
ー
ツ
の
人
々

を
敵
視
す
る
排
外
主
義
的
風
潮
が

拡
大
し
て
い
ま
す
。
参
議
院
選
挙

に
お
い
て
も
「
外
国
人
」
が
こ
の

社
会
の
脅
威
で
あ
る
か
の
よ
う
な

主
張
が
現
れ
「
外
国
人
政
策
」
が

争
点
に
な
り
ま
し
た
が
、
人
口
減

が
進
む
日
本
社
会
は
、
外
国
人
と

の
共
生
が
不
可
避
の
課
題
で
す
。

憲
法
14
条
（
差
別
の
禁
止
）
に
則

し
て
、
国
籍
、
民
族
に
か
か
わ
ら

ず
誰
も
が
人
間
と
し
て
尊
厳
が
尊

重
さ
れ
差
別
さ
れ
ず
、
平
和
に
共

に
生
き
る
社
会
を
つ
く
っ
て
い
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

生
活
が
苦
し
い
、
不
安
定
な
雇

用
、
低
賃
金
、
長
時
間
労
働
、
重

い
税
負
担
に
加
え
て
物
価
高
、
自

分
が
守
ら
れ
大
事
に
さ
れ
て
い
る

と
感
じ
ら
れ
な
い
社
会
に
な
っ
て

い
る
こ
と
が
問
題
で
す
。
心
身
と

も
に
安
心
で
き
る
社
会
を
築
い
て

い
き
ま
す
。

(２) 　2025年７月30日

「
終
戦
・
敗
戦
80
年
」

　

二
度
と
戦
争
は
さ
せ
な
い

　

鹿
児
島
県
議
会 

第
２
回
定
例
会
は
２
０
２
５
年
６
月
４
日
～
６
月
26
日
ま
で
の
23
日
間
に
わ
た
っ
て
開
か
れ
ま
し

た
。
今
議
会
の
補
正
予
算
は
、ス
ポ
ー
ツ
・
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
の
設
計
業
務
委
託
に
係
る
債
務
負
担
行
為
（
９

億
３
百
万
円
）
や
北
薩
ト
ン
ネ
ル
の
道
路
災
害
復
旧
工
事
（
11
億
７
千
万
円
）、
志
布
志
高
校
校
舎
改
築
工
事
（
14
億

４
千
万
円
）
な
ど
が
提
案
さ
れ
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、「
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書
」
お
よ
び
「
生
産
者
が
持
続
可
能
な
米
生
産
に
取
り
組
む
た

め
の
体
制
づ
く
り
を
求
め
る
意
見
書
」
が
採
択
さ
れ
ま
し
た
。
県
民
の
豊
か
な
生
活
に
資
す
る
た
め
の
予
算
確
保
と

生
産
者
が
意
欲
を
も
っ
て
米
の
生
産
が
行
え
る
環
境
整
備
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

道
路
の
安
全
確
保

　

苦
情
・
相
談
は
年
６
千
件

の
た
め
の
不
断
の
外
交
努
力
を
続

け
て
い
く
こ
と
が
極
め
て
重
要
」

と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

県
議
会
で
は
、
平
成
16
年
12
月

に
「
無
差
別
大
量
破
壊
兵
器
廃
絶
・

世
界
の
恒
久
平
和
を
希
求
す
る
鹿

児
島
県
宣
言
」
を
行
っ
て
お
り
、

ま
た
、
県
内
全
て
の
市
町
村
ま
た

は
市
町
村
議
会
に
お
い
て
も
、
平

和
都
市
宣
言
や
核
兵
器
廃
絶
な
ど

の
宣
言
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
７
月
28
日
、
台
湾
有
事

を
想
定
し
た
日
米
机
上
訓
練
で
自

衛
隊
が
「
核
の
脅
し
」
を
要
求
し

て
い
た
と
報
道
さ
れ
ま
し
た
。
核

武
装
・
核
共
有
な
ど
の
核
抑
止
は
、

国
際
法
的
に
も
現
憲
法
下
で
も
あ

り
得
ま
せ
ん
。

　　

ス
ポ
ー
ツ
・
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン

セ
ン
タ
ー
整
備
９
億
円
余
り
の
予

算
内
訳
は
次
の
通
り
で
す
。

①
交
通
量
調
査
費(

２
８
０
０
　

万
円)

②
地
質
や
測
量
な
ど
の
調
査
費　

(

９
３
０
０
万
円)

③
基
本
設
計
（
パ
ー
ス
図
や
概
算

事
業
費
）
お
よ
び
実
施
設
計
費

(

８
億
１
０
０
０
万
円)

④
設
計
審
査
会
運
営
事
業
費

　

(

４
０
０
万
円)

　

令
和
７
年
度
は
、
交
通
量
調
査

と
設
計
公
募
・
公
開
プ
レ
ゼ
ン

テ
ー
シ
ョ
ン
を
経
て
契
約
の
相
手

方
を
決
定
し
、
令
和
８
年
度
か
ら

基
本
設
計
・
実
施
設
計
と
な
り
ま

す
。

　

県
は
「
基
本
設
計
が
終
了
し
た

段
階
に
お
い
て
、
県
議
会
に
鳥
瞰

図
、
平
面
図
等
を
お
示
し
で
き
る

と
考
え
て
い
る
。
実
施
設
計
に
お

い
て
詳
細
図
や
具
体
的
な
仕
様
を

作
成
す
る
こ
と
で
、
初
め
て
実
際

の
建
設
費
・
運
営
費
な
ど
を
積
算

す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
」
と
答

弁
、
今
回
の
補
正
予
算
は
、
あ
く

ま
で
も
建
設
に
要
す
る
経
費
を
算

出
す
る
た
め
の
も
の
で
す
。
県
も

「
節
目
節
目
で
ご
論
議
を
い
た
だ

来
年
度
か
ら
常
任
委
員
会
の

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信

新
体
育
館　

　

設
計
関
連
予
算
９
億
円
承
認

トマホークミサイル１発６億円

オスプレイ１機220億円

県道の点検状況


